
照 葉まちづくり(集合住宅中央公園北地区)建築協定書

(目的)

第 1条 この協定は、建築基準法(昭和 25年法律第 201号。以下「法」という。)及び福岡市

建築協定条例(昭和 48年福岡市条例第 28号)の規定に基づき、第 5条に定める協定区域内

における建築物の数地、位II'/{、構造、用途、形態、広匠及び建築設備に関する基準を協定し、

住宅地としての~~JJl 仕向皮に維持前進することを目的とする。

()，~* Ij~ 念)

tf& 2条 アイランドシティJ!日出住宅地区(以下「!!(195住宅地区j という。)において推進する、

コミュニティを大切にしたがら、のびやかな空11¥1・1!日かな自然出i立を備えた「綜の，r:むの実

現を呂指した iJ!日出<Teriha>のまちづくり j を断まえ、J!(!tX~住宅地 i去を対象とした地区長1・

Ilhj、第 5条に定める|指定I;{J1X;を対象とする紋地協定及びJ!日来住宅地区内の他の建築協定・緑

地協定とのwH!5を|ヌlりながら、料112かなゆとりと統一感のあるまちなみの形成・保全を隠lる。

(名祢)

前 3条 この協定は、 i J!日拡まちづくり(佐合住宅中央公 I~(I 北地 I~) ili築協定」と祢する。

(Æ~'~) 

前 4~ミ この協定におけ。る Jn tI{tの，むJ2は、法及び住築IL準法施行令([1日平f.125年政令'tl1338号。)

に;ιめるところによる。

(建築協定I;{J或)

なう 5~ミ この協定の目的となる土地の区域(以下 f協定区域」という。)はJ別添毘域凶に示す

i玉城とする。

(1) 協定区J1%: ti，~ liriJ t]i ~[ I主再株J!社民二丁目 24吊11、 163、 164 

(2) 協定広域の1M，1¥'1 : 3 1 ，0 2 3. 2 8 rrl 

(建築物に|到する jμ11¥) 

首'~ 6条 協定区域内のill築物の故地、位i位、掛造、 J1I 述、形態、怠匠及び住築設111iiは、次の各

号に定める 11itiiiに適合しなければならない。

(1)基本fl'9な考え方

118 

(ア)建築物の建築に当たっては、道路や公園などの公共空間からの景観に配慮するとと

もに、緑地などの自然環境との調和を図る。

(イ)建築物にF付属する自動車車庫等の建築に当たっては、建築物や外構との調和を図る。

(2)オーブンスペース等

それぞれの敷地において公共空間につながる歩行者空間やコミュニティの場となる

オープンスペース等を設けることにより、敷地と公共空間の連続性や敷地相互の一体性

を確保する。

(3)道路又は公邸l等の公共空間jとの境界

(7)地区J十回iで定める壁面の位践の制限により壁面後退した部分には、駐JIt:スペース、

建築投fI1Ii及びフェンス等を投iFIしではならない。

(イ) JJft~!IJとして、各敷地と公出|及び料道の J:t~Wに思又はfllltと手をti史iffしてはならない。や

むをのずti支出する場合は、緑化~~.;で修 ;;t を図ること。

(4)各政地111]の涜界

同日llJとして、各般地問の境界に垣又はflllt~存をぷ iF{ しではならない。やむを 1~j:9"J支

出する場合は、緑化等で修;止を関ること。

(5) ili築物の用 途

住築物の JI J ;会は、共同住宅及びこれに附似する建築物に|坂ること。

(6)広告物

建築物及びこれに限同するili築物に広告物をlilt践しではならない。

(7)住築投11m等

(7)テレビアンテナは、後付けしてはならない。やむを仰ず取付ける場合はパルコニ

ーの内側とする。

(イ)エアコン室外機は、あらかじめ定められた位1i?i:に床陸 t設置とする。やむを符ずそ

れ以外のllj{{す方をする場合は、ルーパ一等で外部から直接見えないようにする。

(ウ)物千金物は、バルコニーの内側に設置し、壁面取付型とする。

(工)上記に関わらず、公益性・公共性の高い設備の設置はこの限りではない。
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(8)環境配慮

建築物の建築及び付属施設・設備の設置並びに増改築にあたっては、環境共生都

市の実現を目的に福岡市が策定した「アイランドシティ環境配慮指針jに射した整慌

を行うこと。

(9)その他

上記に定めるほか、アイランドシティにおける高質な居住環境レベルの永続的な

維持・向上を呂的に、まちづくりデザインの基本的な方針とルールとして福関市が

策定した「アイランドシティ・デザインガイドラインj をふまえ、道路・公酪!など

の公共2151や川辺環境とのii両手11• ill続性に配慮する。

(協定の効力の先生及び有効期11¥1牧びに効力の弱者iiミ)

第 7条 この協定は、制Ji(rlIli 1交の必!'Jの公(せがあった日から起算して 3年以内において協定区

域内ω土地に 2以上の 1:地ω19rイfti・及びill築物の所uをr1的とする借地椛を有する者(以下

「土地の!好イf-(1・等j という。)が子f:することとなった nから効力を発する。

2 liir ff[の}北叱により効力を 7さすることとなったときは、これを制同市長にMlけ出なけれLまな

らなし】 o

3 この|出liJrのイj・効JUIII¥Iは、!日li{rldi 1去の認可の公告のあった1:1から 10 {I: 11¥1とする。ただし、

そ ω!出 I I\JjI~:j (IÌÍI に出 9 条に Jとめる~il会に対し、一以上の土地の，9rイf-X'等からこの協定の内

7Fυj変止i)くはj主11:υ)，む，tlがt<.心されない場合は、さらに 10 年11¥1延長されるものとし、以後

こω(9iJによる。

4 この協定は、 IIIIJYiの認 IIJの公告のあった日以後において、イf効JUIII¥I内に土地の所在汗等と

なった-X'に対してあ、その効力があるものとする。

(協定の変'Ji及び 11~ u:) 

第 8条 この協定で定める協定 iえ城、 ill 築物に関する法 ~íli 、イj・効 JUIII\ll立び協定違反があった j持

合ωti?iFtを変.'Jiしようとするときは、土地の所イiIL???;の全日の合怠をもってその旨を定め、

これを福洲市長にiligiltし、認可を受けなければならない。

2 この協定を廃止しようとするときは、土地の所有庁等の過半数の合意をもってその行を定

め、これを悩岡市長に Illgilljし、認可を受けなければならない。
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3 前 2項の協定の変更又は廃止をしようとするときは、第 2条に定める基本理念を踏まえ、

あらかじめ、照葉まちづくり協会と協議し、意見を求めるものとする。

(協定運営委員会)

第 9条 この協定の運営に関する事項を処理するために照葉まちづくり(集合住宅中央公園北

地区)建築・緑地協定運営委員会(以下「委員会」という。)を設位する。

2 委員会は、土地の所有者等(所有椛又は借地権を共有する者の場合は、その代表者。次条

第 6項で同じ。)の互選により選出された委員若干名をもって組織する。

3 委1!の任期は、 2年11¥1とする。ただし、補欠の征JUIは、 liir任者の残任期間lとする 0

4 委只は、円任を妨げない。

5 住宅地としての邸j立を高度.に維持11tlj生するため、な.~ 2 条に定める )I~本四念を断まえ、J!日民

住宅地1;(I付の仙の住築・結j自協定巡営委L1会と述桁111.1J~慢を!主i るものとする。

(f!):LU 

加 10条 委L!会には次の各乃に定める 12ii を ii/j~ く。

(1) を社長 1名

(2) MIJ委社長 1名

(3) 会，n. l名

( 4) iIEt'it ;ヰiぇ1. 1 t， 

2 委i. H.去は、安 L1 の l t: j~ により選出し、 MIJ ~ L11去、会，iI'及び目立丙は、委i1の中から委LH去が

定める。

3 委1H去は、安11会を代}}，し、この協定のr1!Il;:;にi叫する eiL抗を総括する。

4 MIJ，委LU去は、委社長をおIi往し、安Li 1去に11411itのあるときは、そのJ[ta訪を代思する。

5 会 ~n は、この協定の出常に|生lする経理事務を処 I'H する。

6 ?;:ifEは、委H会の財務状況及び執行状況を航古し、その高山県を土地の所有者等に報告する。

7 委 11 会の jill科、純白及び品~li に!到する必裂な ji 頃は、百IJ に Æめる。

(委Ll会の承認)

第 11条 協定区域において建築又は外情若しくは造h:dの工事をしようとする者は、委共会へ

建築等・緑地計癌承認申jillj在(様式第 1号)を申百!?したうえで委員会の示認を仰なければな
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らない。

この場合において、法第 6条で定める建築確認申請を要するものについては、建築確認を

申請する前に委員会の承認を得なければならない。

2 土地の所有者百;は、土地の所有犠及び建築物の所有を目的とする信地権(以下「所有権等J

という。)を移転する場合は、所有椛等を移転する liiiに所有椛等移転問(版式第 2号)により

委n会にIrliけU:¥るとともに、新たに土地の所有"'(f等になる者(以下「新たな土地の所有者等」

という。)に対し、この協定を説明しなければならない。

3 新たな土地の Î~r イJ i庁て与は、 liiiJt[の lìl~ Iy]をうけた後に、この協定を継示する留の約諾 ，Ii: C様

式首I~ :)  ~;-)を委L1会に I， 11 け 11\ なければならない。

(協定js}どがあソたJ持f?のJ-!?iFf)

第 12条 委L11去は、こ ω|出itにj主反した汗(以下 f違反:-(i'Jという。)があった場合には、安

日会の決議に J，~づき、 iL6J41』?に対し、相当の荊子 JUIIIIJ を付して、 :!j li五i島反行為を是正するた

めに必'l!-SなH1iiiせをとることを文 JFでtilti求するものとする。

2 liil JX[のsilti求があった場合には、逃反古・は、これにfif:わなければならない。

3 違反汗に対するJ-ifiFfについては、有効期 11¥1満了後も、なおその効力をイiする。

( 1& '1'1] J9rへのJ足liJF)

治 13条 lìíl 条首'~ 1 JX[ U)治求があったj持合において、当持出反古・がそのjillj求に従わないときは、

定 LH去は、委 L1会の決議に J，~づき、その強;U11 )f託行又は当技述U:-(i'の刊JIJを以って第三者にこ

れをなさしめることを地下1IJY?へ促訴するものとする。

2 liiμnの出訴の手続等に裂する一切の費用者;は、当 t法違反'ti・のL1i'f1とする。

lif，t WI 

(効)JU)先生)

1 この協定は、 ~M li{i] Ili 1去の認可の公告があった日から効力を生ずる。

(認可述知 Eli-の保行等)

2 この協定の 1認可後は、認可通知1，ヰ CMIJ) を委只長が保位:し、その写しを土地の所有者等の

全員に配布する。
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